
ニセコ町調査の概要

背景・現状 具体的取組内容

1. 現状
ニセコ町では観光事業者によ
る環境負荷の軽減を目標とし
ているが、先進的な取組を行
う事業者は少なく、観光客や
町民に対して理解を求める行
動や情報発信が十分になさ
れていない。

２．背景
住民意識調査によると、ニセ
コ観光圏を訪れる観光客に
対して、好意的に捉えている
住民は半数程度。
物価の上昇、ごみ投棄による
景観の破壊、開発による自然
の減少など、観光客の増加や
観光地化による生活環境の
変化に多くのマイナス面が挙げ
られている。

今後の方向性

• 調査名：ニセコ町 「観光事業者による持続可能な観光に関する取組と地域住民への周知」

• JSTS-D指標番号：A8 観光教育 （ステークホルダーの参画）

• 取組実施時期：2020年9月～2021年1月

１．具体的な取組内容
・観光事業者へのアンケート調査
観光事業者、アウトドア・インドア体験、飲食店、
宿泊施設、土産店、観光協会、交通事業者、
観光施設を対象、100件前後の回答
・アンケート回答で、具体的な取組を示した事業者
の中から3社を選定し、インタビュー調査
２．調査の主な目的
・観光事業者による持続可能な観光に関する取組
の現状の把握。
・持続的な観光地域づくりについて町民にわかりやす
く伝えるためのツールの作成（リーフレット等）。
・地域コミュニティの幸福や地域住民の積極的参加
の実現を通じて働きがいや生きがいにつながる社
会参画を目指す。
３．ガイドラインとの関係性
主に、A8 観光教育 （ステークホルダーの参画）
等と関連しており、持続可能な観光地となるための１つの
取組となっている。

＜わかったこと＞
●観光事業者の環境への取組
が進んでいることとその理由

・SDGsや環境に関する情報
に触れる機会が多い。
・SDGs未来都市である。
・Iターン、地域おこし協力隊
の活躍。
・海外経験者、外国人の経
営者がいる。
・観光客からの意見を受け入
れている。
● 課題も明確化
・住民と観光事業者の隔たり
・山の人、町の人と呼ばれている
現状
● 望まれること
住民と観光事業者で町一丸と
なって持続可能な観光都市を
目指して行くべき



ニセコ町調査の結果

観光事業者の取組を伝えるリーフレットを作成、今後住民等へ
ニセコ町・観光事業者による「持続可能な観光」への取組を伝えるツールとして活用

(ニセコ町ホームページに掲載）

ニセコ町の持続可能な観光取組
観光事業者による取組を紹介

インタビューした観光事業者の方々の
取組について紹介



三浦半島観光連絡協議会調査の概要

現状・背景 具体的取組内容

１．具体的な取組内容
①課金制ゴミ箱を実際に設置し、その効果を検証することも検
討したが、本調査においては、三浦半島内の観光地を訪れる
観光客を対象に「有料でのゴミ回収に関する観光客の意識
聞取り調査」を実施した。

②観光ゴミに関する全般的な意識調査のほか、課金制ゴミ箱の
設置を仮定し、以下の設置要件等を把握するための内容を
中心に聞き取り調査を実施
・ゴミ廃棄に関する意識
・観光地に課金制ゴミ箱が設置されていれば利用されるか
・設置場所（どのような場所に設置すれば、有料であっても
利用されるのか）
・課金金額（1回あたりの金額であるならばいくらが妥当か？
もしくは、従量課金制のほうが好まれるのか？）
※調査結果は次ページ参照

２．ガイドラインとの関係性
・A9「旅行者意見の調査」、B4「コミュニティへの支援」、B8「多
様な受入環境整備」、C7「文化遺産における旅行者のふるま
い」、D3「自然遺産における旅行者のふるまい」、D11「廃棄
物」等と関連しており、持続可能な観光地となるための１つの
取組となっている。

アンケート結果を踏まえ、以下取
組を想定している。

１．三浦半島域内観光地にお
けるゴミ廃棄課題を地域共
通の課題として捉え、多様
な受入環境整備という観
点で、課金制ゴミ箱の設置
を含む具体的な対応内容
を検討する。

２．地域住民と観光客双方に
配慮し、相互理解を得られ
る、持続可能な観光地とな
るべく、廃棄物課題を含む
関連諸課題に取組む。

今後の方向性

• 調査名：三浦半島観光地におけるゴミ（廃棄物）有料回収に関する意識調査
• JSTS-D指標番号：①A9「旅行者意見の調査」 ②B4「コミュニティへの支援」 ③B8「多様な受入環境整備」

④C7「文化遺産における旅行者のふるまい」 ⑤D3「自然遺産における旅行者のふるまい」
⑥D11「廃棄物」

• 取組実施時期：2020年10月～2021年1月

１．現状
三浦半島では、夏期海水浴シー
ズン中、域内のビーチを利用する
海水浴客が出すゴミが、海水浴か
らの帰路、居住エリアに設置されて
いる住民向けのゴミステーション等
に投棄されてしまうといった課題が
ある。

２．背景
課題への対策として、ビーチクリー
ンの実施やビーチにゴミの持ち帰り
と分別を促進する「エコステーション
」の設置を行っている。
地域により取り組みや考え方（ゴ
ミ箱の有無、ゴミ処理費用の負担
者など）は異なるが、共通の課題
である観光ゴミへの対応を検討す
るにあたり、観光客が観光ゴミにど
のように対処し、考えているのかに
ついて意識調査を行い、データを
取得する必要があると考えた。



三浦半島観光連絡協議会調査の結果

ゴミ廃棄に関する意識
（観光地からゴミ箱を撤去し、ゴミをお持ち帰りいただく対策についての考え方）

課金制ゴミ箱の利用意向
（観光地に課金制ゴミ箱が設置されていれば利用されるか）

課金金額
（1回あたりの金額であるならばいくらが妥当か？
もしくは、従量課金制のほうが好まれるのか？）

課金制ゴミ箱の非利用理由・設置場所等
（課金制ゴミ箱を利用したくない理由は何か。どのような状況で、
どのような場所に設置すれば、有料であっても利用されるか）

観光地からのゴミ持ち帰り対策についての評価は
、「ゴミの始末は個人の責任として行うべきであり、よ
い方策だと思う」が48％と最も多く、次いで「ゴミ箱
があった方がよいが、やむを得ない取り組みだと思う」
が24％と、概ね好意的に受けとめられており、ゴミの
取扱いに対する意識が高いことも明らかになった。

課金制ゴミ箱について、「積極的に利用する」は11
％、「利用する」は33％であり、合計した『利用する』
は44％。一方、「あまり利用したくない」は35％、「
絶対に利用したくない」は14％であり、合計した『利
用したくない』は48％であった。課金制ゴミ箱設置是
非に関しては引き続き検証が必要である。

課金制ゴミ箱の適正利用価格としては、課金制ゴ
ミ箱があればと仮定した場合、一回あたり「100円」
であれば利用するとした回答36%、次いで絶対に
利用したくないが22%となっている。また、従量課金
制（重さにより課金額が変動）であれば利用すると
した回答15%との結果となった。課金制ゴミ箱（一
律課金・従量課金）の設置については、どのような
方策を取れば利用していただけるのか、設置場所・
設置目的に応じて検証する必要があるものと考えら
れる。

（n=664）

課金制ゴミ箱を「利用したくない」と回答した方へ伺った
結果、課金制ゴミ箱の非利用理由としては、「持ち帰る」
（51％）、「有料だから／お金を払いたくない」（46％
）と「ゴミを出さない」（3%）となっている。
合わせて、同じく「利用したくない」と回答した方へ伺った
結果、課金制ゴミ箱を利用してもよいと考える場所や状
況等について以下の回答が得られた。
＜利用してもよいと考える場所＞
・イートインスペースやキャンプ場などゴミの出る場所
・車が入ることのできない場所
・山や海など
＜利用してもよいと考える条件・状況＞
・ゴミが多いなどやむを得ないとき
・身の回りが汚れてしまうようなゴミがあるとき
・（金額が）少額であるとき
・宿泊を伴う旅行のとき
・自宅から遠い場所への旅行のとき

（n=301/324）

※「利用したくない」との回答324から無回答やその他回答を除く

（n=664）

（n=664）



背景・現状 取組の実施

１．現状
白川村の観光客数は2019年
215万人と過去最高であった。
コロナが収まりインバウンド客が
戻れば、
さらに増えることが予想される。

２．背景
・人口減少や高齢化により白
川郷のコアな価値である合
掌民家が減少の危機にある。
・日帰りの立ち寄り観光客が多
く、平均消費額が県の平均を
下回っている。
・世界遺産だから来たという観
光客が増え、白川郷に対する
まなざしが変化している。

１．具体的な取組内容
・宿泊・日帰り観光客へのアンケート、
・地域の観光をリードする観光事業者・ガイドを対象
としたインタビュー
・地域のリーダー的な住民（20代～70代）を対象
としたインタビューを実施。
２．調査の主な目的
・観光客急増の影響(住民、観光事業者、観光
客)を探り、負のインパクトを減らす方策を探る。
・人口減や高齢化により起こる近未来の課題を抽
出し、解決のヒントを探る。
・地域を「豊か」にする観光のあり方、地域の「豊か
さ」が持続する観光を模索する。
・観光客の多様化への対応策を考える。
３．ガイドラインとの関係性
B4   コミュニティへの支援(社会福祉と負荷）A7   住民意
見の調査(ステークホルダーの参画）A9   旅行者意見の調
査(ステークホルダーの参画）等と関連しており、持続可能な
観光地となるための１つの取組となっている。

＜示唆された方向性＞
調査結果から、以下の取
組が望まれる。
・「共同体感覚」を損
なわないように、公平
な負担と公平な利益
分配を考える。
・保存(をする)ための手
段として始めた観光が
自己目的化しつつあり、
望ましい観光のあり方を
模索する。
・合掌造りの維持を地域問
題として解決できる仕組
みを構築する。
・外の知恵とエネルギーの
活用を考える(移住者、
ファンクラブ、新しいカタチ
の「結」) 。

今後の方向性

白川村調査の概要

• 調査名：白川村 「観光を通した持続可能な村づくりに向けた調査」

• JSTS-D指標番号：B4   コミュニティへの支援(社会福祉と負荷）A7   住民意見の調査(ステークホルダーの参画）

• A9   旅行者意見の調査(ステークホルダーの参画）

• 取組実施時期：2020年9月～2021年1月



白川村調査の結果

観光客アンケートから
主にわかったこと

事業者・ガイドインタビューから
主にわかったこと

・宿泊施設(宿泊者)と駐車
場(主に日帰り客)とで同じ
内容のアンケート調査を
行った結果、その意識と行
動に差があることが鮮明に
なった。
・白川郷での「守る会」活動
や「カヤ刈りイベント」などの
保護活動について、宿泊
者は高い関心を示したが、
日帰り客は関心が薄いこと
が分かった。
・住民への評価も、宿泊客は
「親切で対応がいい」と高い
一方、日帰り客では低い。
・お土産購入や食事・喫茶へ
の消費でも宿泊者が高く、
宿泊者を増やす重要性を
再認識した。

住民インタビューから
主にわかったこと

・2019年の観光状況には全員
「満足」としながらも、インバウンド
が増え曜日波動やシーズン波動
が無くなり、年中観光客対応を
迫られ、肉体的、精神的にも疲
労している。また、押し寄せる観
光客を捌くのに追われ、コミュニ
ケーションが雑になっている。
・「ここではオーバーツーリズムは起
こっていないが、問題はある」が共
通認識であった。
・ヒアリングした事業者では後継者
問題はなかったが、合掌造り家
屋の後継者を心配する声が多く
あった。コアな価値である合掌
造りの「空き家」問題は地域の問
題との認識であった。
・外部のガイドからは、「お客様を
案内する立場としては、混みすぎ、
観光地化しすぎ、白川郷をス
キップすることがある」との指摘あり。

・住民の持つ強い共同体感覚(共同
体の一員としての自覚、相互信頼、
相互扶助)を再確認。「移住者」受け
入れへの不安の原因にもなっている。
・「守る会」、区、組の日々の活動を大
事にし、白川郷を守る力になっている。
・オーバーツーリズムは起こっていないと
いう認識を持ってるが、これは観光に
より起こる課題を解決してきたという
歴史が自信になっている(車の乗り入
れ禁止、予約制)。
・インバウンド客が増えて日常生活への
悪影響も目立つが、「文化の違い」と
納得しようとしている。
・若い世代に独自の白川郷らしい商品
開発に取り組む人が出てきている。
・ほぼ全員から「空き家」問題、合掌民
宿が減ることへの懸念が示された。
・周辺集落のホテル、ゲストハウスが、
集落を守る活動をしないで「ただ乗り
している」との指摘もあった。



京都市調査の概要

背景・現状 取組内容

〇新型コロナウイルス感染
症の拡大により、幅広い
産業が大きな影響を受
けている。

〇今後、この危機からの回
復に当たっては、観光課
題が発生していた感染
症拡大前の姿に戻すの
ではなく、より持続可能
な観光を目指していく必
要がある。

〇そのためには、観光が京
都にもたらす効果等を
把握するとともに、その
効果を広く周知すること
を通じて、観光に対する
市民の共感の輪を広げ
ていくことも重要となる。

＜調査の目的＞
・観光の影響を受けていると考えられる指標を設定し、公
開データや経済商業統計から得られる基礎的な分析結
果等より、観光がもたらす効果に関する考察を行うと共に
、
今後の継続的な検討に向けて、予見される課題等を見
出す。
＜調査の方法＞
・関係団体，統計関係の研究機関，観光関連事業者、
学識者等へのヒアリングを実施
・ヒアリング等の結果を踏まえ，観光によって影響を受けて
いると考えられる指標を設定
・設定した指標から，具体的に調査を行う指標を選定
・選定した指標について，公開データ，各種経済商業統
計等、国内外事例調査等を活用し、必要なデータの所
在確認と数値等の集計作業を網羅的に実施
・収集したデータについて，経年比較，クロス分析、他都
市比較、マッピング等の手段を活用し、分析を行うことで、
観光が与える効果についての検証を実施

結果と
今後の方向性

【分かったこと】
観光客が訪れることで，
交通機関， 飲食店等の
店舗数，Wi-Fiエリアの数
などの生活インフラ分野が
充実している可能性があ
る。
一方，一部の観光地や
交通機関等の混雑，観
光客のマナー違反等の市
民のくらしへの影響も発生
している。

【今後の方向性】
各指標を幅広く，分かり
やすく伝えるための手法の
検討や指標のモニタリング
等を実施する体制構築を
目指す。

• 調査名：京都市「観光の効果」に関する調査」

• JSTS-D指標番号：A11、B1、B3、B8、C1、C2、C3、C6、D1、D2、D7、D12、D13

（次ページ参照）

• 取組実施時期：2020年9月～2021年1月



京都市　「観光の効果」に関する調査　概要

「観光の効果」に関する主な調査結果と指標案

交通運賃 店舗等の充実度 居住生活への影響

事業での環境配慮

バスの均一区間の割合は95.6%で，均一区間の割
合が最も低い系統でも長距離を安価で乗車できる。

住基人口1万人当たりの飲食店64.5軒，コンビニ
4.3軒，ドラッグストア1.4軒， Wi-Fiスポット数が12.5
箇所，劇場0.3軒でいずれも全国比較で充実してい
る。

公共交通機関の混雑や観光地等の混雑，道路渋
滞，マナー違反といった回答が多い。

全事業部門の温室効果ガス排出量が基準年度比4.7%減に対
し観光関連事業者は約5.4%減となった。

飲食店数について他都市と比較し指標化した

令和元年度 第3回 市政総合アンケートにおける，観光客や京都観
光がもたらす影響に関する質問（個人への影響）の結果を取りまと
めた。

0 20 40 60 80 100 120

京都市

札幌市

福岡市

川崎市

神戸市

広島市

仙台市

京都市を100とした住基人口1万人対比の指標

（単位：トン）

全部門 対象者
2014〜2016年度

（基準年度）
2017年度 2018年度 2019年度

2017年度〜2019

年度平均
増減率

合計 137 1,963,841.5 1,846,636.5 1,890,020.9 1,875,135.3 1,870,597.6 -4.7%

内　観光関連事業者 46 500,727.7 473,622.5 479,347.8 467,862.1 473,610.8 -5.4%

内　非観光関連事業者 91 1,463,113.8 1,373,014.0 1,410,673.1 1,407,273.2 1,396,986.8 -4.5%

業務部門 対象者
2014〜2016年度

（基準年度）
2017年度 2018年度 2019年度

2017年度〜2019

年度平均
増減率

合計 82 1,190,862.4 1,118,642.2 1,158,178.2 1,145,392.7 1,140,737.7 -4.2%

内　観光関連事業者 32 273,097.9 266,032.6 266,975.5 257,589.2 263,532.4 -3.5%

内　非観光関連事業者 50 917,764.5 852,609.6 891,202.7 887,803.5 877,205.3 -4.4%

運輸部門 対象者
2014〜2016年度

（基準年度）
2017年度 2018年度 2019年度

2017年度〜2019

年度平均
増減率

合計 34 247,979.1 227,994.3 231,842.7 229,742.6 229,859.9 -7.3%

内　観光関連事業者 14 227,629.8 207,589.9 212,372.3 210,272.9 210,078.4 -7.7%

内　非観光関連事業者 20 20,349.3 20,404.4 19,470.4 19,469.7 19,781.5 -2.8%

産業部門 対象者
2014〜2016年度

（基準年度）

2017〜2019年度

（期間平均）
増減率

合計 21 525,000.0 500,000.0 -4.8%

内　観光関連事業者 0 0.0 0.0 0.0%

内　非観光関連事業者 21 525,000.0 500,000.0 -4.8%

カテゴリ 項目 指標 持続可能な観光ガイドラインとの対応

A11　旅行者の数と活動の管理

C6　文化遺産における旅行者の管理

D2　自然遺産における旅行者の管理

C1　文化遺産の保護

D1　自然遺産

飲食店の数 B3　地域事業者の支援と公正な取引

コンビニ店舗数 B3　地域事業者の支援と公正な取引

ドラッグストアの数 B3　地域事業者の支援と公正な取引

Wi-Fiスポットの数 B8　多様な受入環境整備

観光客や京都観光が「あなた」にもたらす影響 B1　観光による経済効果の測定

観光の生活の豊かさへの影響 B1　観光による経済効果の測定

観光客との交流の有無 B1　観光による経済効果の測定

日本人観光客の文化体験の状況 C6　文化遺産における旅行者の管理

外国人観光客の伝統文化体験の状況 C6　文化遺産における旅行者の管理

C2　有形文化遺産

C3　無形文化遺産

C2　有形文化遺産

C3　無形文化遺産

D7　省エネルギー

D12　温室効果ガスの排出と気候変動の緩和

D13　環境負荷の小さい交通

環境への影響 環境への影響 観光関連事業者の温室効果ガス排出量

まちづくり・景観

文化への影響

インフラ等への影響

文化・芸術への影響

芸術への影響

くらしへの影響

生活関連施設

生活への影響

景観保護地区の広さ

美術館・博物館の数

劇場の数

バスの均一区間の広さ交通区間への影響

京都市の33系統（均一区間割合が最も低い）を神戸市，仙台市，
岡山市と比較（主要ターミナル駅を基点）



沖縄県調査の概要

現状・背景 具体的取組内容

１．具体的な取組内容
・県内の障害者支援施設（入所施設）に対して、自主企画
旅行の実施有無について調査し、実績のある施設に対して工
夫した点や課題、改善点等をヒアリングし、旅行業事業者が障
害者団体旅行のプランを作るマニュアルとして活かせるような形
で取りまとめた。
・受入手引データ制作し、全国
の事業者向けに配布する。

２．目指すべき姿
・県内障害者支援施設に入所している重度の障害者が修学旅
行のような形の団体旅行で沖縄観光を楽しむことを可能とする。
・県内には成人・児童含め障害者の入所施設が約60箇所あり、
施設職員及び障害者家族と一緒に沖縄観光を実施すること
で、これまで顕在化していなかった需要の掘り起こし期待できる。

３．ガイドラインとの関係性
・A10「プロモーションと情報」、及びB8「多様な受入環境整備」
等と関連しており、持続可能な観光地となるための１つの取組とな
っている。

受入対応マニュアルを作成・配布後、
以下効果を想定している。

１．県内障害者の沖縄観光を支
援することを可能とし、その後
飛行機で来県の障害者の支
援を追加で整理する。

２．個人の障害者だけではなく、団
体客の受入も可能になれば、
これまで家族との観光は諦めて
いた施設入所の障害者の方
々の沖縄観光が可能となる。

３．県内で完結するプラン作成の
対処法が確立され、類似の手
法を全国で導入することが可
能となる（観光の地産地消)。

今後の方向性

• 調査名：バリアフリーツーリズム調査事業

• JSTS-D指標番号：①A10「プロモーションと情報」 ②B8「多様な受入環境整備」

• 取組実施時期：2020年10月～2021年1月

１．現状
障害者の団体旅行には移動、
宿泊、トイレ・お風呂・食事の介
助、介助を行う施設職員の報酬
など多くの制限があり、宿泊施設
側も受け入れ可能な施設が多く
ないため、健常者のように定期的
に観光を楽しむことができない状
況である。

２．背景
障害者の旅行に係る課題等を
整理し、障害福祉サービスの制
度や民間の障害者割引プラン等
を取り入れた上で、どのようなプラ
ンであれば重度障害者が定期的
に沖縄観光を楽しむことができる
かを調査する必要がある、と沖縄
県として認識している。

受入対応手引
（イメージ）



沖縄県調査の結果

旅行業事業者が障害者団体旅行のプランを作るマニュアル
「重症心身障害児（者）とご家族の旅行をお手伝いするための手引き」を作成


